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東京都医療施設近代化施設整備費補助金交付要綱 

 

６衛医対第１１２５号       １８福保医政第１０５０号 

平 成 ７ 年 ２ 月 １ 日       平成１８年１２月１５日 

 

７衛医対第１１８６号       １８福保医政第１４９４号 

平成７年１０月２５日       平成１９年３月１ 日 

 

８衛医計第３１５ 号       １９福保医政第４８７号 

平成８年７月１５ 日       平成１９年７月１１日 

 

９ 衛 医 計 第 １ ９ 号       ２１福保医政第９５２号 

平 成 ９ 年 ５ 月 ７ 日       平成２１年１１月６日 

 

９衛医計第９１３号       ２２福保医政第５９５号 

平成１０年２月３ 日       平成２２年８月１２日 

 

１０衛医計第７４３号       ２４福保医政第３２４号 

平成１０年１１月６日       平成２４年６月２９日 

 

１１衛医計第１２４８号       ２５福保医政第４４９号 

平成１２年２月１８日       平成２５年６月１８日 

 

１２衛医計第８８８号       ２５福保医政第２０１２号 

平成１２年１１月１０日       平成２６年８月１５日 

 

１３衛医計第７４２号       ２７福保医政第９１１号 

平成１３年１０月１０日       平成２７年８月２６日 

 

１４健医政第５７９号       ２９福保医政第１００５号 

平成１４年９月２４日       平成２９年９月２２日 

 

１５健医政第６５５号       ３０福保医政第８４３号 

平成１５年９月１日       平成３０年９月４ 日 

 

１６福保医政第４２１号       ３１福保医政第５９５号 

平成１６年１１月１８日       令 和 元 年 ８ 月 １ 日 

 

１６福保医政第１４５０号       ２福保医政第５４５号 

平成１７年４月１ 日       令 和 ２ 年 ７ 月 １ ０ 日 

 

１７福保医政第１６５号       ３福保医政第７２９号 

平成１７年７月１５日       令和３年７月１４日 
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４福保医政第７９９号 

令 和 ４ 年 ８ 月 ２ 日 

 

５保医医政第３２２号 

令 和 ５ 年 ９ 月 ６ 日 

         

６保医医政第１０６５号 

令和６年９月１０日 

 



 

3 

第１ 目的 

この要綱は、都内の医療資源の効率的な再編及び地域医療の確保に配慮しつつ、病院におけ

る患者の療養環境、医療従事者の職場環境、衛生環境等の改善及びへき地や都市部の診療所の

円滑な承継のための整備を促進し、もって医療施設の経営の確保を図ることを目的とする。 

 

第２ 補助対象 

１ 補助対象者 

この補助金の補助対象者は、次に掲げる(1)から(6)までの条件に適合する日本赤十字社、

全国厚生農業協同組合連合会、社会福祉法人、健康保険組合及びその連合会、その他知事が

適当と認める者（ただし、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。）とする。 

なお、交付の対象となるのは都で策定する地域医療構想に基づいた（予定も含む）施設整

備を対象とする。ただし、精神病棟、結核病棟及び無床診療所の整備は必ずしも地域医療構

想に基づいたものである必要はない。また、医療施設近代化施設整備事業により整備する区

域は補助金の返還義務が生じる期間内は、地域医療介護総合確保基金を活用した施設整備を

実施することができない。 

(1) 病院（後記(2)又は(6)に該当する病院は除く。） 

（絶対条件） 

建物の老朽化等による建替等のための整備事業において、次のアからケまでをすべて満

たすこと。ただし、前年度以前より継続して医療施設近代化施設整備事業の補助を受けて

いる者については、カのうち整備完了後に付される条件を除き、医療施設近代化施設整備

事業の補助を最初に受けた年度の絶対条件を適用する。 

ア 建替整備（改築及び移転新築）を伴う場合は、整備区域は築後おおむね３０年以上経

過又は激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和３７年法律第１

５０号）第２条第１項の規定により指定された激甚災害に係る地震により被災している

こと。 

イ 整備後の整備区域の病棟の１床ごとの病室面積を６．４平方メートル以上（改修の場

合は５．８平方メートル以上）、かつ、１床当たりの病棟面積を１８平方メートル以上（改

修の場合は１６平方メートル以上）確保すること。 

ウ 直近の医療監視時における医師及び看護師の現員の職員数の標準に対する比率が、原

則として、いずれか一方が医療法上の標準を満たしており、かつ、他方が８０パーセン

ト以上であること。 

エ 精神科病院にあっては、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律

第１２３号。以下「精神保健福祉法」という。）第１８条に基づく常勤の精神保健指定医

が２名以上配置されている病院であること。ただし、病床数が１００床未満の病院にあ

っては、常勤の精神保健指定医が１名以上配置されている病院であること。 

オ 次の(ｱ)から(ﾉ)までのうち、いずれかに該当する病院であること。ただし、整備区域

の病棟の病床数を２０パーセント以上削減する場合にはこの限りでない。 

(ｱ) 平成１３年５月１６日付医政発第５２９号医政局長通知「へき地保健医療対策事業に

ついて」に基づくへき地医療拠点病院 

(ｲ) 昭和５２年７月６日付医発第６９２号厚生省医務局長通知「救急医療対策の整備事業
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について」に基づく次の病院 

① 病院群輪番制等に参加している病院 

② 共同利用型病院 

③ 救命救急センター又は救命救急センターを設置している病院 

(ｳ) 平成１０年６月１１日付健政発第７２８号厚生省健康政策局長通知「地域医療研修施

設の整備について」に基づく地域医療研修施設 

(ｴ) 昭和５５年１１月４日付医発第１１０５号厚生省医務局長通知「腎移植施設の整備事

業について」に基づく腎移植施設 

(ｵ) 昭和５７年１月２２日付医発第８５号厚生省医務局長通知「老人デイケア施設の整備

事業について」に基づく老人デイケア施設 

(ｶ) 昭和５９年１０月２５日付健政発第２６３号厚生省健康政策局長通知「共同利用施設

及び地域医療研修センターの整備について」に基づく共同利用施設 

(ｷ) 平成２１年３月３０日医政発第０３３００１１号厚生労働省医政局長通知「周産期医

療対策事業等の実施について」に基づく周産期医療施設 

(ｸ) 平成６年６月２３日付健政発第４９５号厚生省健康政策局長通知「研修医のための研

修施設整備事業の整備について」に基づく研修医のための研修施設を整備する病院 

(ｹ) 指定訪問看護を担当する病院 

(ｺ) 老人介護支援センター実施病院 

(ｻ) 平成２０年厚生労働省告示第６２号「基本診療料の施設基準等」に基づく緩和ケア病

棟届出施設 

(ｼ) 外来患者の院外処方せん率が３０パーセントを超える病院 

(ｽ) 精神保健福祉法第１９条の８に基づく指定病院 

(ｾ) 平成２０年厚生労働省告示第６３号「特掲診療料の施設基準等」に定める基準を満た

す精神科作業療法、精神科ショート・ケア、精神科デイ･ケア、精神科ナイト・ケア、又

は重度認知症患者デイ・ケアを実施している精神科病院 

(ｿ) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１

２３号。以下「障害者総合支援法」という）第５条第１５項に規定する共同生活援助を

実施している精神科病院 

(ﾀ) 精神障害者社会適応訓練事業の実施に関する規則（平成１２年東京都規則第２３４号）

に基づく精神障害者社会適応訓練事業を実施している精神科病院 

(ﾁ) 平成１２年３月３１日付障第２５１号大臣官房障害保健福祉部長通知「保健所及び市

町村における精神保健福祉業務について」に基づき実施される地域精神保健活動に協力

支援している精神科病院 

(ﾂ) 障害者総合支援法第５条第７項に規定する生活介護を実施している精神科病院 

(ﾃ) 障害者総合支援法第５条第１２項に規定する自立訓練を実施している精神科病院 

(ﾄ) 障害者総合支援法第５条第１３項に規定する就労移行支援を実施している精神科病院 

(ﾅ) 障害者総合支援法第５条第１４項に規定する就労継続支援を実施している精神科病院 

(ﾆ) 障害者総合支援法第５条第１６項に規定する相談支援を実施している精神科病院 

(ﾇ) 障害者総合支援法第５条第２５項に規定する地域活動支援センターを運営している精

神科病院 
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(ﾈ) 障害者総合支援法第５条第２６項に規定する福祉ホームを運営している精神科病院 

(ﾉ) 東京都地域医療対策協議会における議論を踏まえて決定した医師派遣等（国が派遣の

決定を行うものを含む。）を実施する病院 

カ オに掲げる(ｱ)から(ﾉ)までのうち、いずれかに該当する病院については、整備区域の

病棟の病床数を１０パーセント以上削減し、そのまま病院全体の医療法の許可病床数を

削減すること。ただし、東京都保健医療計画上の病床非過剰地域においては、病床削減

を必要としないが、増床を伴う整備計画でないこと。 

  なお、オ及び上記規定の適用に当たっては、医療法第３０条の４第７項若しくは第８

項に基づいて特例的に許可される病床又はこれに準じるものと東京都医療審議会の意見

を聴いたうえで知事が判断した病床（以下「特例病床等」という。）の数の増加分を整備

後の整備区域の病床数から除くことができるものとする。この場合において、特例病床

等の数の増加分については、補助の対象とならないものとする。 

  また、上記のように整備計画で病床数を削減すること又は増床を伴わないことに加え

て、整備完了後においても増床（特例病床等に係る増床を除く。）しないこと。 

キ 整備後の病棟には患者食堂又は談話室を整備するとともに、スロープを設置する等、

高齢者及び身体障害者に配慮した整備をすること。 

ク 整備区域の病棟は、最低２０床以上の病棟とすること。 

ケ 精神科病院及び精神病棟にあっては、整備後の整備区域の病棟には、畳部屋、６床を

超える病室及び原則として鉄格子を設けないこと。 

（加算条件） 

コ 病棟のほか、患者サービスの向上等を図るため、次の事業を併せて整備する場合は、

補助対象基準面積の加算をする。 

(ｱ) 患者の療養環境改善の整備 

(ｲ) 医療従事者の職場環境改善の整備 

(ｳ) 衛生環境改善の整備 

(ｴ) 業務の高度情報処理化及び快適環境の整備 

(ｵ) 乳幼児を抱える母親の通院等のための環境の整備（授乳室、託児室等） 

サ 医療機関の情報化の推進を図るため、電子カルテシステムを併せて整備する場合は、

次の条件を満たす場合に限り、補助対象基準額の加算をする。 

(ｱ) 原則として建替整備であること。 

(ｲ) 高度医療情報普及推進事業（厚生労働省委託事業）により管理されている標準マス

ター（病名、手術・処置名、医薬品、臨床検査、医療材料、症状・所見、画像検査、

看護用語、歯科分野）及び厚生労働省標準規格のうち該当するものを使用することと

し、必要に応じて厚生労働省が行う調査に協力すること。 

(ｳ) 診療情報管理や診療情報提供等を行う体制が整備されていること。 

(ｴ) 近隣の医療機関から診療情報の共有化等の申出があった場合には、協力すること。 

(ｵ) 審査支払機関に対し、電子情報処理組織又は光ディスク等を用いたレセプトの電子

的請求をすること。 

(2) 改修（一部増築を含む）により療養病床を整備する病院（ただし、整備区域において一

般病床から療養病床に転換する病院及び(6)に該当する病院は除く。） 
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次のアからエまでをすべて満たすこと。 

ア 改修（一部増築を含む）により整備する病棟の１床ごとの病室面積を６．４平方メー

トル以上、かつ、１床当たりの病棟面積を１８平方メートル以上確保すること。 

イ 機能訓練室、患者食堂、談話室及び浴室を必ず設置すること。 

ウ 整備区域の病棟の病床数を１０パーセント以上削減し、そのまま病院全体の医療法の

許可病床数を削減すること。ただし、東京都保健医療計画上の病床非過剰地域に所在

する病院については、病床削減を必要としないが、増床を伴う整備計画でないこと。 

  なお、上記のように整備計画で病床数を削減すること又は増床を伴わないことに加え

て、整備完了後においても増床しないこと。 

エ 療養病床の整備は、最低２０床以上の病棟とすること。 

(3) 結核病棟改修等整備事業 

次のアからオまでをすべて満たすこと。ただし、加算条件に規定する整備のみを行う

場合においても補助対象事業とする。 

ア 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４

号）第３８条の規定に基づく、感染症指定医療機関（結核病棟を有するものに限る）

であること。 

イ 建替整備（改築及び移転新築）を伴う場合は、整備区域は築後おおむね３０年以上経

過していること。 

ウ 整備後の整備区域の病棟の１床ごとの病室面積を６．４平方メートル以上（改修の場

合は５．８平方メートル以上）、かつ、１床当たりの病棟面積を１８平方メートル以上

（改修の場合は１６平方メートル以上）確保すること。 

エ 直近の医療監視時における医師及び看護師の現員の職員数の標準に対する比率が、原

則として、いずれか一方が医療法上の標準を満たしており、かつ、他方が８０パーセ

ント以上であること。 

オ 整備区域の病棟の病床数を１０パーセント以上削減し、そのまま病院全体の医療法上

の許可病床数を削減すること。ただし、結核病棟においては、東京都保健医療計画上

病床非過剰地域に所在する病院又は都内の他の病院で同規模の削減が可能な場合につ

いては、整備を行う病院における病床削減は必要としないが、増床を伴う整備計画で

ないこと。 

  なお、上記のように整備計画で病床数を削減すること又は増床を伴わないことに加え

て、整備完了後においても増床しないこと。 

（加算条件） 

カ 陰圧化等空調整備を併せて行う場合は、補助対象基準面積の加算をする。 

(4) 診療所（(5)又は(6)に該当する診療所は除く。） 

次のアからオまでをすべて満たすこと。 

ア 以下のいずれかの地域に所在し、かつ、事業実施年度の前年度、当該年度、又は翌年

度の承継に伴う施設整備であること。 

① 山村振興法（昭和４０年法律第６４号）第７条第１項の規定に基づく指定地域 

② 過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号）第２条第１項に規定す

る地域 
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③ 離島振興法（昭和２８年法律第７２号）第２条第１項の規定に基づく指定地域 

④ 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和４４年法律第７９号）第４条第１項に規定

する地域 

イ 救急患者の搬入口を整備すること。 

ウ 高齢者・身体障害者等に配慮したスロープの整備をすること。 

エ 療養指導室の整備をすること。 

オ 小児科を標ぼうするものについては、乳幼児を抱える母親の通院等のための環境整備

（授乳室、託児室等）をすること。 

(5) 改修等（新規開設を除く）により療養病床を整備する診療所（ただし、整備区域におい

て一般病床から療養病床に転換する診療所及び(6)に該当する診療所は除く。） 

次のアからオまでをすべて満たすこと。 

ア 東京都保健医療計画上の病床非過剰地域に所在する診療所であり、当該整備計画は

非過剰病床数の範囲内であること。 

イ 整備区域の病床数は、医療法施行規則等の一部を改正する省令（平成１０年厚生省

令第３５号（以下「平成１０年改正省令」という。））の施行の際現に医療法第７条第

１項の開設の許可を受けている診療所、又は第８条の届出を行っている診療所の病床

数の範囲内であること。 

なお、増床を伴う整備計画でないこととし、整備完了後においても増床しないこと。 

ウ 建替整備（改築及び移転新築）の場合は、築後おおむね３０年以上経過しているこ

と。 

なお、移転新築の場合は、同一医療圏内での整備計画であること。 

エ 改修等により整備する療養病床の１床ごとの病室面積を６．４平方メートル以上確

保し、かつ、以下のいずれかを満たすものであること。 

(ｱ) １床当たりの病棟面積を１８平方メートル以上確保すること。 

(ｲ) １床当たりの病室面積を８平方メートル以上確保すること。 

オ 機能訓練室、患者食堂、談話室及び浴室を必ず設置すること。（談話室は、患者食堂

と兼用でも可とする。） 

(6) 療養病床療養環境改善事業 

病院、診療所における療養病床の療養環境改善のための整備事業において、次のアか

らウまでをすべて満たすこと。 

ア 療養病床に必要な機能訓練室、患者食堂及び浴室の全部又は一部の整備事業であるこ

と。 

イ 病室の整備が伴わない整備計画であること。ただし、アの整備にあたり既存病床を転

用する場合はこの限りでない。 

ウ 整備後は医療法及び医療法施行規則本則に定める療養病床の構造設備の基準を満た

すこと。なお、廊下幅に限り、医療法施行規則等の一部を改正する省令（平成５年厚

生省令第３号）附則、平成１０年改正省令附則及び医療法施行規則等の一部を改正す

る省令（平成１３年厚生労働省令第８号）附則に定める経過措置の基準を適用しても

差し支えないものとすること。 
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２ 補助対象経費 

医療施設の患者の療養環境、医療従事者の職場環境、衛生環境等の改善及び療養病床の整

備に要する工事費又は工事請負費。ただし、次に掲げる費用については除く。 

(1) 土地の取得又は整地に要する費用 

(2) 門、柵、塀及び造園工事並びに通路敷設に要する費用 

(3) 設計その他工事に伴う事務に要する費用 

(4) 既存建物の買収に要する費用 

(5) その他整備費として適当と認められない費用 

 

第３ 補助金の交付 

この補助金の交付額は、次により算出された額を、都の予算の範囲内で交付するものとする。

ただし、算出された額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものと

する。 

(1) 次の表の第１欄に定める基準額と第２欄に定める対象経費の実支出額とを施設ごとに比較

して少ない方の額を選定する。 

(2) (1)により選定された額と総事業費から寄附金その他の収入額を控除した額とを施設ごと

に比較して少ない方の額を選定する。 

(3) (2)により選定された額に第３欄に定める補助率を乗じて得た額と、(2)により選定された

額に３分の１を乗じて得た額に５億円を加えた額とを施設ごとに比較して、少ない方の額の

合計額を交付額とする。 

 

１ 基準額 ２ 対象経費 ３ 補助率 

次により算定された額の合計額

とする。 

 

 

 

 

 

 

１ 病院（２又は６に該当する病院

は除く。） 

(1)及び(2)に掲げる基準面積

(＝(1)＋(2))に別表に定める単

価を乗じた額と、(3)により算出

された額との合計額とする。 

 

(1) 病棟整備 

ア 整備区域の病棟の１床ご

との病室面積を６．４㎡以

医療施設の患者の療養環

境、医療従事者の職場環境、

衛生環境の改善及び患者サ

ービスの向上等につながる

次の部門の新築、増改築及び

改修に要する工事費又は工

事請負費 

 

１ 病院（２又は６に該当す

る病院は除く。） 

 

 

 

(1) 病棟 

病室、診察室、処置

室、記録室、患者食

堂、談話室、機能訓

練室、浴室、寝具倉

次に掲げる事項ごとに定

める補助率とする。 

 

 

 

 

 

 

１ 病院（２又は６に該当

する病院は除く。） 

(1) 休日・全夜間診療事

業実施要綱（平成11年3

月19日付10衛医救第

1029号）に掲げる東京

都指定二次救急医療機

関で、かつ、建築基準

法（昭和２５年法律第

２０１号）における新
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上、かつ１床当たりの病棟面

積を１８㎡以上確保する場

合 

２５㎡×整備後の整備区

域の病床数 

イ 整備区域の病棟の１床ご

との病室面積を５．８㎡以

上、かつ１床当たりの病棟面

積を１６㎡以上確保する場

合 

２２㎡×整備後の整備区

域の病床数 

(2) 第２の規定による加算条件

のうちコに該当する場合 

ア 整備区域の整備後の病床

数を２０％以上削減する場

合 

２５㎡×整備後の整備区

域の病床数 

イ 整備区域の整備後の病床

数を２０％未満削減する場

合 

１５㎡×整備後の整備区

域の病床数 

 

 

(3) 第２の規定による加算条件の

うちサに該当する場合 

 電子カルテシステムを整備す

る場合 

１床当たり605千円×整備後の

整備区域の病床数 

 

庫、バルコニー、廊

下、便所、暖冷房、

附属設備等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 次に掲げる整備のう

ち知事が認める部門 

ア 患者の療養環境改

善整備 

イ 医療従事者の職場

環境改善整備 

ウ 衛生環境改善整備 

エ 業務の高度情報処

理化及び快適環境の

整備 

オ 乳幼児を抱える母

親の通院等のための

環境整備 

 

(3) 電子カルテシステムの

整備 

耐震基準（昭和５６年

６月１日施行）導入以

前に建築された未耐震

（未耐震と証明された

建物及び耐震診断の結

果Ｉｓ値が０．６未満

の建物）の病棟等の建

替整備を行う場合 

０．６６ 

(2) (1)に該当しない場

合 

ア 病院全体の医療

法の許可病床数が

２００床以上の病

院又は東京都保健

医療計画上の病床

非過剰地域の病院

において、医療法の

許可病床数を削減

する場合（精神科病

院、精神病棟及び介

護保険適用の療養

病床への転換整備

を除く。） 

０．４１ 

イ 学校法人が開設

する病院の場合 

０．４１ 

ウ ア及びイ両方に

該当する場合 

０．３７ 

エ ア及びイに該当

しない場合 

０．５ 
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２ 改修により療養病床を整備す

る病院（ただし、整備区域におい

て一般病床から療養病床に転換

する病院及び６に該当する病院

は除く。） 

１床当たり4,616千円×整備後

の療養病床の病床数 

２ 改修により療養病床を

整備する病院（ただし、整

備区域において一般病床

から療養病床に転換する

病院及び６に該当する病

院は除く。） 

 

 

病室、診察室、処置室、

記録室、患者食堂、談

話室、機能訓練室、浴

室、寝具倉庫、バルコ

ニー、廊下、便所、暖

冷房、附属設備等 

 

２ 改修により療養病床を

整備する病院（ただし、

整備区域において一般病

床から療養病床に転換す

る病院及び６に該当する

病院は除く。） 

(1)病院全体の医療法の

許可病床数が２００

床以上の病院又は東

京都保健医療計画上

の病床非過剰地域の

病院において、医療法

の許可病床数を削減

する場合 

０．４１ 

(2) 学校法人が開設す

る病院の場合 

０．４１ 

(3) (1)及び(2)両方に該

当する場合 

０．３７ 

(4) (1)又は(2)に該当し

ない場合 

０．５ 

   

３ 結核病棟改修等整備事業 

(1)及び(2)に掲げる基準面積(＝

(1)＋(2))に別表に定める単価を乗

じた額とする。 

(1) 病棟整備 

ア 整備区域の病棟の１床ご

との病室面積を６．４㎡以

上、かつ１床当たりの病棟面

積を１８㎡以上確保する場

合 

２５㎡×整備後の整備区

域の病床数 

イ 整備区域の病棟の１床ご

との病室面積を５．８㎡以

上、かつ１床当たりの病棟面

３ 結核病棟改修等整備事

業 

病室、診察室、処置室、

記録室、患者食堂、談

話室、浴室、寝具倉庫、

バルコニー、廊下、便

所、暖冷房、附属設備

等 

 

３ 結核病棟改修等整備事

業 

０．５ 
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積を１６㎡以上確保する場

合 

２２㎡×整備後の整備区

域の病床数 

(2) 陰圧化等空調整備を併せて

行う場合 

１５㎡×整備後の整備区域

の病床数 

４ 診療所（５又は６に該当する診

療所は除く。） 

次に掲げる基準面積に別表に定

める単価を乗じた額とする 

(1) 無床の場合 

１６０㎡ 

(2) 有床の場合 

ア ５床以下の場合 

２４０㎡ 

イ ６床以上の場合 

７６０㎡ 

 

４ 診療所（５又は６に該当

する診療所は除く。） 

 

 

診察室、処置室、薬剤

室、エックス線室、暗

室、待合室、看護師詰

め所、玄関、廊下、便

所、暖冷房、附属設備、

救急患者搬入口、スロ

ープ、療養指導室 等 

４ 診療所（５又は６に該

当する診療所は除く。） 

(1) 休日・全夜間診療事

業実施要綱（平成11年3

月19日付10衛医救第

1029号）に掲げる東京

都指定二次救急医療機

関で、かつ、建築基準

法（昭和２５年法律第

２０１号）における新

耐震基準（昭和５６年

６月１日施行）導入以

前に建築された未耐震

（未耐震と証明された

建物及び耐震診断の結

果Ｉｓ値が０．６未満

の建物）の病棟等の建

替整備を行う場合 

０．６６ 

(2) (1)に該当しない場

合 

０．５ 

 

５ 改修等により療養病床を整備

する診療所（ただし、整備区域に

おいて一般病床から療養病床に

転換する診療所及び６に該当す

る診療所は除く。） 

１床当たり4,616千円×整備後

の療養病床の病床数 

 

 

５ 改修等により療養病床

を整備する診療所（ただ

し、整備区域において一般

病床から療養病床に転換

する診療所及び６に該当

する診療所は除く。） 

病室、診察室、処置室、

記録室、患者食堂、談

話室、機能訓練室、浴

５ 改修等により療養病床

を整備する診療所（ただ

し、整備区域において一

般病床から療養病床に転

換する診療所及び６に該

当する診療所は除く。） 

 ０．５ 
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室、寝具倉庫、バルコ

ニー、廊下、便所、暖

冷房、附属設備等（外

来部門を除く。） 

 

６ 療養病床療養環境改善事業 

(1)及び(2)に掲げる基準面積

(＝(1)＋(2))に別表に定める単価

を乗じた額と(3)により算出され

た額との合計額とする。 

(1) 機能訓練室 

１医療機関当たり  ４０㎡ 

 

(2) 患者食堂 

療養病床１床当たり 

１㎡ 

(3) 浴室 

浴室１か所当たり 

13,493千円 

ただし、特に知事が必要と認

める場合は26,989千円とする。 

 

ただし、１又は２に該当する病院

の整備事業において、整備区域の整

備後の病床数は１病院１５０床（公

的団体及び持分のない法人は３０

０床）を限度とする。 

６ 療養病床療養環境改善

事業 

機能訓練室、患者食

堂、浴室、附属設備等 

６ 療養病床療養環境改善

事業 

０．５ 

（注） 建築面積が基準面積を下回るときは、当該建築面積を基準面積とする。 

 

 

（別表）１平方メートル当たりの単価表 

区  分 鉄筋コンクリート ブロック 木  造 

病  院 ２６４，４００円 ２３０，５００円  

診
療
所 

一般地区 １９８，０００円 １７２，２００円 １９８，０００円 

離島地区 ２１２，２００円 １８５，０００円 ２１２，２００円 

（注）１ 上記基準単価は、新築、増改築及び改修における補助金算出の限度となる単価であり、
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建築単価が基準単価を下回るときは、当該建築単価を基準単価とする。 

２ 既存建物を買収する場合の買収費の単価及び費用については、別途知事に協議して得た

額とする。 

３ 離島地区とは、離島振興法第２条第１項、小笠原諸島振興開発特別措置法第２条の規定

に基づく指定地域に該当する地域とする。 

 

第４ 補助金の交付の申請 

この補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、毎年度６月３０日まで

に別記第１号様式による交付申請書を知事に２部提出しなければならない。ただし、必要によ

っては、知事があらかじめ定める日までに申請することができる。 

 

第５ 補助金の交付の決定 

知事は、第４の規定による補助金の交付申請があったときは、交付申請書及び関係書類の審

査並びに必要に応じての現地調査等を行い、適当と認めたときは第８に掲げる事項を条件に補

助金の交付決定をするものとし、その決定の内容を申請者に通知するものとする。 

 

第６ 変更申請手続 

申請者は、この補助金の交付の決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申

請等を行う場合には、第４に定める規定に従い、毎年度１月２０日までに変更の申請を行うも

のとする。ただし、必要によっては、知事があらかじめ定める日までに申請することができる。 

 

第７ 申請の撤回 

申請者は、この交付の決定の内容又はこれに付けた条件に異議があるときは、この交付決定

の通知受領後１４日以内に申請の撤回をすることができる。 

 

第８ 交付の条件 

この補助金の交付決定には、次の条件を付けるものとする。 

１ 工事契約 

補助事業に係る契約については、保健医療局医療政策部医療施設等施設・設備整備費等補

助金に係る契約手続基準（平成１７年４月１日付１６福保医政第１４５０号）によることと

する。 

２ 事情変更による決定の取消し等 

(1) 知事は、補助金の交付の決定をした場合において、その後の事情の変更により特別の必

要が生じたときは、補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はその決定内

容若しくはこれに付けた条件を変更することがある。ただし、補助事業のうち、既に経過

した期間に係る部分については、この限りではない。 

(2) (1)の規定により補助金の交付の決定を取り消すことがある場合は、天災地変その他補助

金の交付決定後生じた事情の変更により、補助事業の全部又は一部を継続する必要がなく

なったと認める場合に限るものとする。 

(3) (1)の規定による補助金の交付の決定の取消しにより特別に必要となった事務又は事業
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に対して、補助事業に係る残務整理に要する経費及び補助事業を行うため締結した契約の

解除により必要となった賠償金の支払いに要する経費に係る補助金を交付する。 

(4) (3)の規定による補助金交付額の当該経費に対する割合、その他その交付については、(1)

の規定による取消しに係る補助事業についての補助金に準ずるものとする。 

３ 承認事項 

補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業が次の一に該当

する場合は、あらかじめその理由及びその他必要事項を記載した書面を知事に提出し、承認

を受けなければならない。ただし、(1)及び(2)に掲げる事項のうち、軽微なものについては、

この限りではない。 

(1) 補助事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

(2) 補助事業の内容を変更しようとするとき。 

(3) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

４ 事故報告 

(1) 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又はその遂行が困難となった

場合は、速やかにその理由その他必要事項を書面により知事に報告しなければならない。 

(2) (1)の報告に基づき、必要な指示を与えられた場合は、補助事業者は直ちにその指示に従

わなければならない。 

５ 状況報告 

(1) 知事は、補助事業の円滑適正な執行を図るため、必要と認めるときは、補助事業の実施

状況、経理状況及びその他必要な事項について、報告を徴し、又は検査を行うことがある。 

(2) 補助事業者は、毎年度１２月末日現在の補助事業の遂行状況を翌月１５日までに別記第

２号様式により、知事に報告しなければならない。 

６ 遂行命令等 

(1) 知事は、補助事業者が提出する報告書及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

２１条第２項の規定による調査等により、補助事業が交付の決定の内容及びこれに付けた

条件に従って当該補助事業を遂行されていないと認めるときは、補助事業者に対し、これ

らに従って当該補助事業を遂行するよう命ずる。 

(2) 補助事業者が(1)の命令に違反したときは、知事は、補助事業者に対し、当該補助事業の

一時停止を命ずることができる。 

(3) (2)の一時停止を命ずる場合において、補助事業者が補助金の交付の決定の内容及びこれ

に付けた条件に適合させるための措置を、指定する期日までにとらないときは、知事は、

11の規定により当該補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

７ 調書の作成 

補助事業者は、事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出に

ついて証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を事業完了後５年間保管しておかなけ

ればならない。 

８ 実績報告 

(1) 補助事業者は、補助事業が完了したとき又は東京都の会計年度が終了したときは、別記 

第３号様式による事業実績報告書を、指定する期日までに知事に２部提出しなければなら 

ない。 
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(2) 補助事業者は、補助事業完了後に、消費税の申告により補助金に係る消費税仕入控除税 

額が確定した場合は、別記第４号様式により速やかに知事に報告しなければならない。 

なお、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）で

あって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税

及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報

告を行うこと。 

また、知事に報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の

全部又は一部を都に納付させることがある。 

９ 補助金額の確定等 

知事は、８の規定による事業実績の報告があったときは、事業実績報告書の審査及び現地

調査等を行い、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付けた条件に適合す

ると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。 

10 是正のための措置 

知事は、９の規定による調査等の結果、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及び

これに付けた条件に適合しないと認めるときは、これに適合させるための措置をとるべきこ

とを命ずるものとする。 

11 決定の取消し 

(1) 知事は、補助事業者が次の一に該当するときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を

取り消すものとする。 

ア 偽り、その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

イ 補助金を他の用途に使用したとき。 

ウ 補助金の交付の決定の内容又はこれに付けた条件、その他法令若しくはこの要綱によ

る指示に違反したとき。 

(2) (1)の規定は、９の規定により交付すべき補助金の額の確定があった場合においても適用

する。 

12 補助金の返還 

(1) 知事が11の(1)の規定によりこの交付の決定の全部又は一部を取り消した場合において、

補助事業者が補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金を受領している場合に

は、指定する期日までに取り消された金額を返還しなければならない。 

(2) (1)の規定は、９の規定により交付すべき補助金の額が確定した場合において、既にその

額を超える補助金を受領している場合においても適用する。 

13 違約加算金及び延滞金 

(1) 11の規定により、知事が補助金の交付の決定の全部又は一部の取消しをした場合におい

て、補助金の返還を命じたときは、補助事業者はその命令に係る補助金の受領の日から納

付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を返納した場合におけるその後の期

間については、既納付額を控除した額）につき年１０．９５パーセントの割合で計算した

違約加算金（１００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

(2) 知事が補助事業者に対し、補助金の返還を命じた場合において、補助事業者がこれを納

期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未

納付額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金（１００円未満の場合を除



 

16 

く。）を納付しなければならない。 

14 違約加算金の計算 

(1) 補助金が２回以上に分けて交付されている場合における13の(1)の規定の適用について

は、返還を命じた額に相当する補助金は、最後の受領の日に受領したものとし、当該返還

を命じた額がその日に受領した額を超えるときは、当該返還を命ぜられた額に達するまで

順次さかのぼりそれぞれの受領の日において受領したものとする。 

(2) 知事が13の(1)の規定により、加算金の納付を命じた場合において、補助事業者の納付し

た金額が返還を命じた補助金の額に達するまではその納付額は、まず当該返還を命じた補

助金の額に充てるものとする。 

15 延滞金の計算 

知事が13の(2)の規定により、延滞金の納付を命じた場合において、補助事業者が返還を命

じられた補助金の未納額の一部を納付したときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延

滞金の計算の基礎となるべき未納付額は、その納付額を控除した額によるものとする。 

16 維持管理 

補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用を増加した不動産及びその従物（以下「財

産」という。）については、事業終了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとと

もに、その効率的な運営を図らなければならない。 

17 財産の処分 

(1) 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用を増加した財産については、(2)に定め

る期間を経過するまで知事の承認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡

し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

(2) (1)による財産の処分の制限期間は、地方公営企業法施行規則（昭和２７年総理府令第７

３号）及び減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定

める耐用年数とする。 

(3) 知事の承認を受けて、財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全

部又は一部を納付させることがある。 

 18 他の補助金等の交付 

   この補助事業にかかる補助金の交付と対象経費を重複して他の補助金等の交付を受けては

ならない。 

 

第９ その他 

１ 特別の事情により、第３、第４、第６、第８の５及び第８の８に定める算定方法及び手続

によることができない場合には、あらかじめ知事の承認を受けてその定めるところによるも

のとする。 

２ ここに定めるもののほか、この補助金の交付については、東京都補助金等交付規則（昭和

３７年東京都規則第１４１号）の定めるところによるものとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成７年２月１日から施行し、平成６年４月１日から適用する。 

附 則 
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この要綱は、平成７年１０月２５日から施行し、平成７年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成８年７月１５日から施行し、平成８年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成９年５月７日から施行し、平成９年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成１０年２月３日から施行し、平成９年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成１０年１１月６日から施行し、平成１０年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成１２年２月１８日から施行し、平成１１年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成１２年１１月１０日から施行し、平成１２年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成１３年１０月１０日から施行し、平成１３年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成１４年９月２４日から施行し、平成１４年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成１５年９月１日から施行し、平成１５年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成１６年１１月１８日から施行し、平成１６年４月１日から適用する。 

 附 則 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成１７年７月１５日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成１８年１２月１５日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。ただし、

この要綱中、｢精神科病院｣とある文言は、平成１８年１２月２２日までは｢精神病院｣と読み替 

える。 

附 則 

この要綱は、平成１９年 ３月 １日から施行し、平成１８年１２月２３日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成１９年 ７月１１日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年１１月６日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年８月１２日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年６月２９日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

附 則 
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この要綱は、平成２５年６月１８日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年８月１５日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年８月２６日から施行し、平成２７年４月９日から適用する。 

 附 則 

この要綱は、平成２９年９月２２日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

 附 則 

この要綱は、平成３０年９月４日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

 附 則 

この要綱は、令和元年８月１日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

 附 則 

この要綱は、令和２年７月１０日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

 附 則 

この要綱は、令和３年７月１４日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和４年８月２日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

附 則 

１ この要綱は、令和５年９月６日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

２ この要綱の適用の日から令和５年６月３０日までの間、「第８交付の条件」中「保健医療

局医療政策部医療施設等施設・設備整備費等補助金に係る契約手続き基準（平成１７年４

月１日付１６福保医政第１４５０号）」とあるのは、「福祉保健局医療政策部医療施設等施

設・設備整備費等補助金に係る契約手続き基準（平成１７年４月１日付１６福保医政第１

４５０号）」とする。 

附 則 

この要綱は、令和６年９月１０日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

 


